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１ はじめに                              

 

南相馬市教育委員会では、平成２８年３月に策定した「南相馬市教育振興基本計画」

に基づき、将来、市内全ての子どもたちが「夢を実現できる確かな学力」と「困難に

直面しても、自ら考え行動できる力」を身に付け、「未来への希望を見いだすことが

できること」を目標に掲げ、総合的かつ効果的な教育施策を展開しています。また、

学習指導要領の改訂に伴う「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、知識の理解

の質を高め資質・能力を育む教育を推進するために、一定の学校規模を確保する方策

について早急に検討する必要があります。 

このような中、本市では、全国的な少子化の影響に加え、東日本大震災及び東京電

力原子力発電所事故に伴い、市内小中学校の小規模化が進み、児童生徒の人間関係の

固定化や多様な価値観とのふれあいが減少し、切磋琢磨することを通じての思考力や

表現力、判断力、問題解決能力を十分に培われないなど、教育上・学校運営上の様々

な課題がこれまで以上に顕在化することが懸念されます。 

一方、文部科学省では、平成２７年１月に「公立小学校・中学校の適正規模・適正

配置等に関する手引」を策定し、各市町村においては、これからの時代に求められる

教育内容や指導方法の改善の視点も十分勘案しつつ、現在の学級数や児童生徒数の下

で、具体的にどのような教育上の課題があるかについて総合的な観点から分析を行い、

保護者や地域住民と共通理解を図りながら、学校規模の適正化を検討する必要がある

としています。 

この状況下のもと、本市では、平成２８年度から学識経験者・ＰＴＡ・地区の代表

等で組織する「南相馬市公立学校適正化検討委員会（以下「検討委員会」という。）

を設置し、平成２９年５月に「南相馬市公立学校適正化に関する基本的な考え方（以

下「基本的な考え方」という。）を整理しました。さらに、これまでの検討内容及び

整理事項について意見をいただき、平成３０年５月に市内小中学校の望ましい適正化

基準を定めた「南相馬市公立学校適正化計画【中間報告】（以下「中間報告」という。）

を整理しました。 

市教育委員会では、今後、市内小中学校の適正化を進めるにあたり、市内各地区で

懇談会等を行い、保護者や地域の皆様の意見をお聴きするとともに、これまで、計１

２回の検討委員会で議論された内容や意見を尊重し、将来の子どもたちに、より適正

な教育環境を提供することに加え、本市における１００年のまちづくりを推進するた

め「南相馬市公立学校適正化計画」を策定しました。 
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２ 計画策定の趣旨等                          

 

（１）適正化の必要性と計画策定の趣旨 

子どもたちが義務教育における集団生活を通して、協調や対立、共感や反発など

の多種多様な人間関係を体験し学ぶことにより、社会性・協調性・集団性を培い、

成長を遂げていくものです。そのためには、様々な見方・考え方や経験を持ってい

る友達との出会いが大切であり、互いに学び合い、高め合うなど切磋琢磨する教育

環境を整えることが重要です。 
また、教員と子どもの関係からみると、各学年に複数の学級があり、より多くの

教員と触れ合うことができる環境は、子どもたちの個性や持ち味、良さをより発揮

し、潜在的な能力や可能性を伸ばしていくことに繋がると考えられます。 
こうした学校の役割を十分に発揮するため、適正な児童生徒数や学級数を確保し、

活力ある学校づくりを目指すことが必要と考えています。こうした教育的な観点を

踏まえ、市内小中学校の適正化について、基本的な考え方や具体的な方策を示し、

その取組みを円滑に進めるため「南相馬市公立学校適正化計画」を策定します。 
一方で、各地区に存在する小中学校は、地域コミュニティの中心となる性質を有

し、地域によっては防災拠点や学校開放事業などによる市民スポーツの拠点などの

副次的な性質を合わせ持っており、この学校適正化については、保護者や地域住民

の理解と合意に基づいて実施することが肝要です。 
このため、小中学校の現状や今後の児童生徒数推計に加え、適正化の実施手順を

示し、保護者や地域住民の意見・意向が反映されるとともに、保護者や地域住民、

行政が一体となって取り組んでいくため本計画を策定するとともに、今後、合意が

得られた地区については、適正化の実施時期を示した「（仮称）地区再編計画」を

策定します。 

 
（２）計画の期間 

学校適正化の対象となる地域の合意

を前提とし、学校適正化の推進期間と

して、平成３１年度（２０１９年）か

ら平成３８年度（２０２６年）の８年間とし、平成３１年度から平成３４年度まで

を前期期間、平成３５年度から平成３８年度を後期期間とします。 
なお、合意が得られた適正化対象地区ごとに、推進期間内において、具体的な学

校再編時期を示した「（仮称）地区再編計画」を策定します。 

 
（３）計画の見直し  

国の教育制度改革や福島県の学級編成基準等の見直し、地区の合意が得られない

場合、行政や民間事業者による宅地開発等に伴う児童生徒数に大きな影響があるこ

となど、特別な事由がある場合には、計画の見直しをすることがあります。 
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３ 市内小中学校の現状                         

 

（１）市内児童生徒数の推移 

市内小学校の児童数は、震災前である平成２２年度は４，０２８人でしたが、

平成３０年度は２，０９０人と１，９３８人減少（約４８％減）しています。 
   また、中学校の生徒数は、震災前である平成２２年度は１，９８５人でしたが、

平成３０年は１，２５４人と７３１人減少（約３７％減）しています。 

 
図 児童生徒数の推移（市教育要覧より：毎年度 5 月 1 日時点） 

 

①各小学校の児童数推移 

 

 

各小学校の児童数は、震災前と

現在を比較すると、鹿島小を除

く全ての学校で減少していま

す。 

 特に、平成２８年７月１２日

に避難区域を解除した小高区内

の児童数の著しい減少をはじ

め、石一小は約７割減少、太田

小は約６割減少、原二小でも約

５割の児童が減少しています。 

 また、鹿島小の児童数だけを

みると増加はしているものの、

平成３０年度の鹿島小学区は、

平成２５年度に統合した真野小

学区も含まれていることから、

現在の鹿島小学区における児童

数は減少している状況です。 
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②各中学校の生徒数推移 

     

 

（２）市内小中学校の学級数推移 

①各小学校の学級数推移 

 
 

 

 

 

 

 

各中学校の生徒数は、震災前

と現在を比較すると、鹿島中を

除く全ての学校で減少してい

ます。 

小高区内の生徒数の著しい

減少をはじめ、原三中は約５

割、原一中及び原二中、石神中

でも約３割の生徒が減少して

います。 

※真野小は平成２５年度鹿島小に統合。 
※平成３０年度の太田小及び石一小は加配教員により複式学級が解消。（なお、太

田小は平成２６年度、石一小は平成２８年度から複式学級となる児童数であった

が、加配教員により複式学級を解消し、１学年１学級体制を維持している。） 
※平成２９年度から小高小・福浦小・金房小・鳩原小は小高区４小による合同運営

にて再開し、実質１学年１学級の６学級のクラス編成。（なお、小高区の４小学

校が各学校による単独運営となる場合、全ての学校で複式学級の規模となる。） 
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②各中学校の学級数推移 

 

平成２２年度の全学級数では、小学校で１６９学級、中学校で７１学級でし

た。平成３０年度には小学校で１００学級（約４０％減）、中学校で４５学級（約

３７％減）となりました。 

また、文部科学省が示す適正規模（小学校１２学級以上、中学校９学級以上）

に満たない学校が、平成２２年度は小学校１６校中１０校、中学校６校中１校

となっていましたが、平成３０年度には小学校１５校中１１校、中学校６校中

２校が、国の示す望ましい適正規模に満たない学校となりました。 

 

 

※学級編制の基準 
学級編制を行う際、基準となる児童生徒の人数は、福島県教育委員会が次のとおり定め

ています。なお、児童生徒が少ない場合、２つの学年の児童生徒で１つの学級（複式学級）

を編制する場合があります 

 

編 制 小 学 校 中 学 校 

単式学級 
1～2 年 30 人 

3～6 年 30 人程度（33 人） 

１年     30 人 

2～3 年 30 人程度（33 人） 

複式学級 
１年を含む場合 ～ ８人 

～ ８人 
その他の場合  ～１６人 
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４ これまでの検討経過                         

 

（１）南相馬市公立学校適正化検討委員会 

児童生徒の減少に伴い、市内小中学校にもたらす影響や実態を把握し、教育機会

の均衡と教育水準の維持向上を図り、教育効果を向上させることを考慮した市内小

中学校の適正化を検討することを目的に、学識経験者、ＰＴＡ、地区の代表等で組

織する検討委員会を設置した。 
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（２） 学校適正化に関するアンケート調査等 

本市の学校適正化を多角的な視点による検討が必要なことから、市内小中学校及

び児童生徒に関わる調査について、次のとおり実施した。 

 

①学校適正化に関するアンケート調査 
・実施時期  平成２９年５月３０日から平成２９年６月２０日 

・対象者   ・小学生保護者    ３６４人（小学５年生の保護者） 

       ・中学生保護者    ４１７人（中学２年生の保護者） 

       ・未就学児保護者 １，６４０人（未就学児を持つ保護者） 

       ・一般市民    １，５００人（無作為抽出） 

 

②学校適正化に関するアンケート調査（教職員） 
・実施時期  平成３０年１月２７日から平成３０年２月７日 

・対象者   ・市内小学校全教職員 ２２１人 

・市内中学校全教職員 １１６人 

 

③市内小中学校児童生徒通学状況調査 
・実施時期  平成２９年８月２５日から平成２９年９月１５日 

・対象者   ・市内小学生全員 ２，０８０人 

（回収数） ・市内中学生全員 １，２２０人 

 

④市内小学校クラブ活動状況調査（平成２９年度版） 

 

⑤市内中学校部活動状況調査（平成２９年度版） 

 

⑥市内小中学校区域外就学状況調査（平成２９年度版） 
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５ 市内児童生徒数等の将来推計                     

 

（１）児童生徒数の推計 

 

 

 
 




